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経済論叢 〔京都大学〕第159巻第1・2号,1997年1・2月

ポス ト冷戦 と世.界経済の融合化

は じ め に

有 賀 敏 之

筆者は先に公表 した論文,「 多国籍企業と資本の集積 ・集中の現段階」L}にお

いて,今 日の国際的合併の或るものが,レ.一 二ン帝国:}議論段階での国際的寡

占現 象一般 としての 「世界的 トラス ト」に留まらず,.国 内における企業合同の

発展形態 として把握 さるべ き,実 質 としての企業合同の国際化(「 国際 トラス

ト」)に 至っている ことを明 らかに した。次いで トラス ト・コ ングロマ リット

の両概念を歴史的制約か ら解放 して論理的に純化 し,コ ンツェルンと併せた寡

占形態の一般理論構築の可能性を示唆 した。ただ紙数の関係 ヒ,原 論文のコン

グロマリットの理論的な検討 に関す る叙述 を大幅に縮.小し,焦 点を トラス トを

め ぐる考察 に限定 した。さ らに資 本制 の段階規定 としての 「国家独 占資本主

義」 を相対化 して,現 代における資本の集積 ・集中が,産 業資本制段階,「 ・・

国寡 占」段階(い わゆる 「独 占資本主義」段階)に 続 く,最 終 的な 「世界寡

占」段 階にさしかかっていることを論 じた。多国籍企業と称 される巨人寡占体

に主導され る現代の グローバ リゼイションの実態は,諸 々の国家め 「国家独占

資本主義」の相克 ・協調とい う視角から分析 しきれ るものではない ことを示 し

たものである。

続 く 「資本制発展の.r現 』段階規定に関ずる一考察一 一国際産業資本の生成

と情報化産業段 階へ の移行 をめ ぐって 翌 においては,こ の1.10」界寡占」

司

L

n「 経済論叢」 第157巻 第5・5号1996。

2》 評経済詮 議』 第158S第3号 且995。



ポスト冷戦と世界経済の融合化 〔41)41

の ト.での多国籍企業 を資本範疇の観点か ら包括的に分類 して規定を与え,今 日

の世界資本制が 「国「祭産業資本」 によってキ導されていることを示 した。さら

にこの主体 としての多国籍企業の行動が,他 社の資産の取得から他社 との戦略

的提携へと移行 していることの背景 を明らかにするため,産 業段階の移行の理

論的再検証 を行 った。そ して軽工業段階においては賃金の切 り下げによって,

重化学工業段階には生産規模の拡大 という手法で,い ずれもコス トを低.ドさせ

ることで利潤増大が図 られたのに対 して,今 日の 「情報化産業段階」において

は,独 創的な技術 開発によって使用価値それ自体 を引 き.ヒげることを通 じて相

応の利潤の増大が図 られていることを論証 した。企業の行動論理 として.資 産

取得の比重が低下 し,有 効な技術交流を目指す国際戦略提携が活発化 している

理 由が,こ れによ り解明された。 ¶

本稿は前二稿 とともに,い わば グローパ リゼイションの政治経済学 としての

三部作 を成 す㌔ レーニ ンの帝国主義論 との対比 では,先 の 「資本制発展 の

r現j段 階規定 に関する一考察」の第皿節が,生 産力 に基づ くレーニ ン帝国主

義段階と現代資本制 との根本的異同を示 し,同 じく第{節 が レーニンの古典的

帝国主義 の標識 中の第1標 識,「 経済生活 のなかで決定的役割を演 じている独

占を創 りだ したほどに高度の発展段階に達 した,生 産 と資本の集積」",に相 当

す るものである。第2標 識r銀 行 と産業資本との融合 と,こ の 「金融資本』 を

土台 とす る金融寡頭制 の成立」5,に関 しては,拙 稿 「多 国籍 企業 と資本 の集

積 ・集中の現段階」第皿節にも述べ たとお り,産 業資本に対す る銀行資本の優

位ぽ論理的にはデ フレイシ ョンの下での限定的な事態であるか ら,ケ インズ主

義政策による微温的なインフレイシ ョンが慢性化 していた第二次世界大戦 後に

無条件に適用す ることに,筆 者は懐疑的である。第4標 識 「国際的な資本家の

3)な お,.連 の研究の概括に関しては,拙 稿 「世界経済における 「現』段階の再措定」(r龍谷大

学経瀕学論集∠第37巻 第1号199力 に譲る。
4)レ ーニ ン 「資本主義の最高の段階としての帝国室義」1917俘 高基輔訳 岩波文庫版1956

145-6ページ九

5}同 上。
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輪 形_。 繍 繋 二1。__,鏑 。1
企業 と資本の集積 ・集 中の現段階」第1節 がそのまま現代 におけるこの問題 を

論 じている。本稿で第3標 識 ・第5標 識の今 日的な再検討を行 ったうえ,さ ら

な る展望.を示す とい う心づ もりである。

百 経済統合 をめ ぐって

経済統合と貿易 ・投資.

IMF・GAIlを 制度上の枠組み とした,戦 後西側 の貿易体制(Amen・

ca皿system)7,は,無 差別的な自由貿易の原則 を掲げていたが,現 実に自由貿

.易 に近い関税率が実現されていたのは合衆国市場のみであ り,そ の意味で虚構

の体系にほかならなか った。同国.市場g西 側 「世界市場」 に占める比重が突出

していたがために,こ の逆説は等 閑視されていたのである。前世紀半ばまでの

英 国同様,圧 倒的な技術および生産性の優位に立 っていた合衆国は,率 先 して

自国の関税障壁を引 き ドげることによ り輸 出の増大 を図ったのであった。その

後アメリカは自らの国際競争力の漸次低 下を前に,ケ ネデ ィ政権以降3次,通

算8次 に亙 ってGATTの ラウン.ドを設定す ることで,原 則の貫徹 による自国

の貿易収支均衡,延 いては西側戦後体制の維持を図って きた。一方,戦 前以来

成長を遂げていた西欧諸国の寡占体 は,復 興後の1960年 代に ドル高富,と合衆国

の技術上の優位のために,多 国籍企業化 した合衆国寡占体 の進出攻勢にさらさ

5)レ ーニ ン前掲 書.ins-5ペ ー ジP

7}引Bri重ish5ystem1と の対比で 用い ている。 これに 関 して も,「 自由貿易帝 国主義 」 〔J.唖Hagh麗

andRRohin馬on,ETheImperiali5m〔,fF陀eTradc■.E印 π.Hごs♂.島 τ㌧,2ndser.,VoLVI,No、1.

1953〕 とい った見解 が提 出され ている ところて ある。ギ ャラハー=ロ ビンソン ・テー ゼは,自 由

貿 易 と帝 国主義り両者 の時期 的不 可分性 と,先 進国(expanding…deny)が 未だ植民 地に偏人 さ

れて いない後 進地域 を包摂 す る手法 と して σ,,「非 公式 の帝 国」 伽f・rmalemp正re}の 存在 を主

張す る。

8)プ ラザ 含意を経た 今に して考 えれば,1970年 代の西 欧製造業 の対合衆 国進出 は,.主 に ヴ.Lト ナ

ム戦争 に伴 う ドル散 布 による.ア1年以降の禾 貿易赤 字 阻 年時 点で鉤億 ドル超1の 結果 と しての,

フロー ト移行 を挟み70年 代 を通 じた米 ドル価値 の下 落に よるものであ ったpさ らには,合 衆 国企

業の技術 的優位のみ か ら説 明されて きた60年 代米製 造業の対 西欧進出 も,こ の時 期の米 ドルの過

大評価 に.迄え られ ていた部分 が大きか ろう。
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ポスト冷戦と世界経済の融合化..(43)43

れるが,.こ れ による刺激 もあ って高 い成 長率 を示す。や がて,'70年 代初めの

基軸通貨 としての ドル価値 の調整局面を経 て西欧側 も逆進出を開始 し,多 国籍

企業の浸透は相互的なもの となった。同様 に80年代央のいっそ うの ドル安化調

整を経て,日 本の多国籍企業 の欧米への進出も活発化 し,今 日でいう世界経済

の三極が姿を現す。国民経済 を基礎としたアメリカン・システムは,合 衆国多

国籍企業 が 自国の国内市場 の規模を活か して一方的優位 にあった間は有効で

あ ったが,こ れが西欧 ・U本 の寡占体の多国籍企業化を触.発して後は,こ れら

超国籍企業の規模 との問で矛 盾を生 じ,仕 切 りなお しを要するようになる。そ

の主要な支柱であ ったGATTは,製 品の交易を前提としていたため,と うに

産業資本 の国際化による現地生産の一般化 という現実に乗 り越 えられてお 洗

国際経済制度 としての空洞化が始 まっていた。

この時期 までに漸次拡大 していたE℃ は,統 合のいっそうの深化に向けた動

きを再び加速させ,北 米における米加自由貿易協定さ ら.にはメキシコを交えた

NAFTA(94年1月 発効)を 誘いなが ら市場統合を実現 し,通 貨統合と政治統

合を展望 する欧州連合条約(マ ース トリヒ ト条約}を 調印 ・批准す ることで93

年1月,EUへ と移行 した。 アジア太平洋地域ではオース トうりアの提唱によ

るAPEC(ア ジア太平洋経済協力閣僚会議)が,環 太平洋地域 の経済面での

協議体 として存在す るに留 まるが.こ れを自由貿易地域化 しよ うとす る合衆国

と,米 州諸国を排除した,よ り強固な経済共 同体を志向するEAECを 提唱す

るマ レー シアとがせめぎあっている状況である。旧西側.各地域 において経済統

合への機運が高 まってゆ くの と並行 して,旧COMECON〔C∂B)ブ ロ ック

が動揺 ・解体 し,中 東欧諸国はEUと の連携 へ走 り,社 会主義体制に留まった

非欧州 の諸国 も近隣との経済関係強化 を迫 られている。 こうして三極を中心と

する各地域が地域的経済統合,「準貿易ブロック」曾)へと傾斜す る...一方で,並 行

して交渉されていた ウルグァイ ・ラウ ンドが妥結 し 〔93年12月),こ れを機に

g〕'semhradebloにk'lLC.Thumw,H白 磁'gH瞬1992(土 屋尚 彦訳 「大接 戦』 講談 社1992

里.117..詑,340-2ペ ージ)。
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多 国 間貿 易 協 定 に留 ま っ てい たGATTが,そ の本 来 的形 態 とい うべ き国 際 的

貿 易 機 構 と して のWTO(95年1月 発 足)に 強 化 され る.とい う,一 見 矛 盾 した

動 きが 生 じてい る。..・

WTOは 貿 易 紛 争 を処 理 す る権 限 を も って い るが,今 後 合 衆 国 の 経 済 的 衰 退.

の趨 勢 に歯 止 め が か か ら な けれ ば,或 る時点 で 同 国が パ ネ ル(審 査 委 員 会)の

判 定 に対 し態 度 を硬 化 させ,WTOを 脱 退 す る とい う シナ リオが 考 え られ る。

ア メ リカ ぽ既 に,3回 の 不 服 を も って脱 退 を検 討す る旨 の警 告 を行 って い る。

た だ し,こ れ は必 ず し も破 局(Krise)を 意 味 しな い 。 この 場 合 に は世 界 経 済

はEu・oを 基 軸 通 貨 とす る欧 州 と,ド ル に依 る米 州 を そ れ ぞ れ 中 心 とす る2つ,

な い しは これ に東 ア ジ ア を加 えた3つ の緩 や か な貿 易 ブ ロ ッ クに分 か れ,そ れ

ぞ れ の 内部 で 一 段 の 経 済 統 合 が 追 求 さ れ るで あ ろ う。 この場 合 で も直 接 投 資 に

基 づ い た多 国籍 企 業 のい っそ うの相 互 進 出が,ブ ロ ック 間 の貿 易 を代 替 す る と

考 え られ る ので,地 域 内 部 にお い て は もち ろ ん の こ と,.世 界 的 に も総 体 と して.

の経 済 的交 流 が 後 退 す る こ と には な る まい。 も.つと も合 衆 国 の 国際 競 争 力 が 保

た れ た場 合 に は,WTO体 制 の 下 で1"堺 的 に い っそ.うの 自由貿 易 が 追 求 され な

が ら,同 時 に各 地 域 にお け る経 済統 合 が 進展 す るはず で あ る。

現地部品調達率の意味

経 済 統 合 に立 脚 した 今 後 の 世 界経 済 を考 察 す る に 当 た っての 最 大 の 眼 目は,

現 地 部 品調 達 率(localcontent)1u;で あ る。 こ の 問 題 に 関 して は 充 分 な検 討 が

為 され て きた とはい い が た い の で,分 析 を付 して お く。 直 接 投 資 に基 づ く現 地

生 産 の下 で の部 品調 達 率 は,他 国 企 業 の現 地 生 産 に影 響 を与 え る 因子 と して,

製 品交 易 の場 合 の関 税 率 に相 当 す る。

」,ダ ニ ン グが 提 起 した 「海外 直 接 投 資 の 折 衷 理 論 」11)の系 譜 の議 論 に,「 海

10)foreigncontent〔 輸 入 調 達 率)の 対 義 語 で あ る 』

11)J.H.Dunning,'Trade,Locaτi〔,nofEconomicActivityendMNE;inR.〔)him,P.He5selb`)m

皿dP.Wi㎞an(eds.),Tゐ81漉 用 α如 顧 侶 蜘 儒 ゴo躍 げEconomicActivity(London,Macmjllanゲ

. 1977),PP.395-41δ.



ポス ト冷戦 と世界経済の融合イヒ(45)45

第1図 在米 日本資本 自動車工場への部 品供給社数(設 立年毎)
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出所=OTA,TheELMGuidetoU.S.Au「 ㎝o帥ε釦κr爾9,TheELMGuidero
J卿 肥」8岬エ'α雇 ∫卿 正'εr5jnκ辞τhA〃コ6rlco,

外 直 接投 資 の ラ イ フ ・サ イ クル理 論 」 が 在 る。 こ こで は合 衆 国議 会技 術 評 価 局

の年 次 報 告2)を 基 に紹 介 ・検 討 す る 。 同理 論 は,① 多 国籍 企 業 は子 会 社 設 立 当

初,中 間財 を輸 入 す るが,② 現 地 に お け る取 引 関 係 な ら び に原料 の納 品体 制 を

確 立 す る こ とで 現 地 市 場 か ら調 達 す る よ うに な り,③ 年 数 が 経 つ につ れ現 地 の

経 済 にい っそ う組 み 込 まれ,現 地 調達 の効 率 性 を認 識 して 調 達 を増 や して ゆ く,

とす る仮 説 で あ る。 だ が現 実 に は80年 代 半 ば 以 降 の 日本 の 自動車 産業 に 関 して

報 じられ てい る よ う に,組 み 立 て 産 業 の現 地 生 産 に 当 た っ て は部 品 生 産 の 下請

企 業 を伴 っ て進.出す る こ とが 多 い の で,部 品調 達 を通 じて 組 み 立 て 工 程 と も ど

も現 地 に お け る雇 用 は確保 され る もの の,そ れが 在 来 の現 地 資 本 部 品 メ イ カー

の売 り上 げ を保 証 す る と はか ぎ らな い(第1図 参 照)'㌔

上 記 仮 説 の吟 味 にお い て も焦 点 と して 現 れ た よ うに,現 地 部 品 調達 率 基準 と

12>U.S、Co㎎ress、OfficeofTechnologyAssessmentMultinationalsandtheUSTechnology

Bare,U.S.(.rnmentPrintingOffice,1994,p.144.

ユ3)実 際 に 同報 告 書 も,海 外 直 接 投 資 に 基 づ く自動 車 生産 施 設 を設 立年 毎 に分 類 し,部 品 納 入 企 業

の 国 別 内 訳 の 統 計 的 実証 を試 み てい る が(p.148),冊 年 代 央 以 降 は ア セ ンブ ラ ーが 日本 資 本 の

部 品生 産企 業 か ら調 達 して い る傾 向 が 顕 著 に 現 れ一くい る.こ れ は現 地 に お け る調 達 とい う点 か ら

は上 記 仮 説 を棄 却 す る もの で は な い もの の,そ の 本 来 の想 定 とは大 き く懸 け離 れ た 結 果 で あ る。

に もか か わ らず,本 文 にお い て は この 矛 盾 に つ い て.の 言 及 が な い 。
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はつ きつめれば,「 スク リュ.一・ドライヴァー ・アセンブリー」 を回避 して,

組み立て産業の多国籍企業に市場アクセスを認める代わりに資本 と製造技術を

提供させ,そ の現地における生産を深化させるための方策である。ここでは企

業家精神を捨象する。今 日の先進各国行政府の最大の政策課題,延 いては有権

者の最大の要求は,消 費者物価上昇率の抑制および経済成長率の確保ならびに,

失業率の抑制にほかならない。現地部品調達率を操作することにより,域 外の

多国籍企業に対 して,直 接投資に基づ く現地生産を組み立て工程以前の部品生

産に遡って義務づけ,従 来の 「失業輸入」に代えて,.各極内での雇用延いては

所得を保障 し,さ らには国内の技術と熟練を確保することができるのである。

調達率は引 き下げれば政策としての意味を喪失する反面,上 げすぎれば多国籍

企業が進出を見合わせる結果,当 該国の技術 ・雇用 ・所得等の水準がかえって

低下する。 この現地部品調達率を決定するのは,各 極内の国民国家行政府の合

議であ り,NAFTAに 関 して春ここに将来の広域行政府の出現の余地を看て

取ることがで きる。
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現地部品調達率と多国籍企業

以下では世界経済の三極ない し二極がそれぞれの内部で.一定の経済統合を果

たした状況を想定 し,現 地部品調達率政策の影響について,論 理的なモデル分

析を行 う。これには多国籍企業の形態的分類を要するが,先 に拙稿 「資本制発

展の 『現』段階規定に関する.考 察」に引用した.合衆国議会技術評価局の年次

報告中の分類は,質 的基準と形態的基準がない交ぜになっているうえ,形 態面

の分類 も不充分であるので,実 際の分析に先立ち,分 析用具を開発 してお く。

次表は同報告の多国籍企業分類を発展させたものであり,当 然のことながら表

現ならびにその含意の点で異同を伴 っている。

まず表の注釈を行 う(第1表 参照)。1は 単なる輸出企業以上のものであ り,

母国内で生産を行い,海 外に販売拠点を もつ もの。2a・3aは,特 定の産業に

関して一国経済単位の垂直統合的な製造.[程 を複数持つ もので,う ち2aは 主
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第1表 形態 に基づ く製造業多国籍企業 の分類

(47)47

.分 布1.一 国規 模 2,地 域 規 模 3.世 界 規 模

一 国 単 位構 造1 .輸 出指 向 型

(Export()rented>

地域単位構造

世界大.構造

2a,一 国 単 位 地 域 型

(Multi-domestic
Regional)

2b,地 域 型

(Regionalized)

3a.一 国 単 位 世 界 型

(Multi-domeSLi〔=
W。rldwide)

3b.多 地 域 型

〔Multi-reg三 〇nalized)

3c.世 界 化 型

(Global)

たる中間財の調達範囲が特定の地域経済圏内部に留まるが,3aは 世界規模に

及ぶ もの。2b・3bは この垂直統合的な製造工程を,一 国経済を超えた地域経

済圏を単位 として展開するもので,う ち.2bは 特定の地域経済圏に留まるが,

36は この地域経済圏単位の構造が複数の極にまたがったもの。3cは,全 世界

を単位 として特定の産業に関する垂直統合的な製造工程を有するものである。

なお,空 欄 は論理的に在 りえない。多国籍企業の発展過程 としては,1→2a

→3a→3cと いう経路が一般的であろうが,と りわけ欧州企業の場合,そ の間

に26や3bと いうヴァリアントが存.在しうる。

上記の補講を経て,経 済統合の下で現地部品調達率政策が多国籍企業に及ぼ

す効果の分析に入る。現地部品調達率の上限に関しては理論的に,三 極のいず

れ も充分な教育水準 と熟練を伴 った労働者を擁 している以上,100%に まで引

き上げて もそれぞれの地域経済圏内部における生産が可能である。ただしその

場合,複 数の填域経済圏にまたがって展開しながら個々の地域経済圏単位で垂

.直的統合生産を行 う多国籍企業,上 記3b型 へ と多国籍企業を誘導することに

なる。今後いっそ うの進展が見込まれる経済統合は,1→26→3bと い う経路

の世界的な一般化を促すであろうdま た北米における現状のように70箔程度の

場合に{t,3c型 すなわち,今 日のフォー ド社にみるような世界的な協業 ・分

業生産体制の多国籍企業 も引き続き存在しうる。このように,現 地部品調達率

ρ操作は多国籍企業の形態さえも決定する重要性をもっているのである。
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11経 済 融 合 を め ぐって

世.界経済の融合化

「経 済 融 合 」 は,杉 本 昭 七 氏 に よ っ て提 出 さ れ た概.念で あ るユ。。 氏 は1980年

代 後 半 に顕 在 化 した,い わ ゆ る 「日米 欧r極 構 造 」 を分 析 す る に当 た り,三 極

か らそ れ ぞ れ の 周 辺 諸 国 にか け て の 「垂 直 的重 層 的 各 国 間 関係 お よび米 国,日

本,EC中 心 国 相 互 の水 平 的 相 互 浸 透 的 国 際 関 係 」 を検 出 した うえ で,.「 こ の

よ うな 現在 の 世 界経 済構 造 を分 析 す る に は,こ れ まで行 わ れ て きた(そ して現

在 で も主 流 を な して い る)ア プ ロ ーチ で あ る一 国経 済 分析 の上 に 国際 経 済 関 係

を積 み 上 げ る経 済学 の方 法 で は不 十 分 で あ る。 この場.合従 来 の分 析 方 法 は,自

立 した 国民 経 済 を前 提 に して い た 。 … … そ こで は,先 進 工 業 国 間で の経 済 の 相

互 の 「絡 み 合 い」 お よ び発 展 途 上 国経 済 の先 進工 業 国経 済 へ の 「包 摂 」 の 構 造

は軽 視 され てい た。」陶 とい う認 識 を示 して い る。 さ らに と りわ け ア ジ ア地 域 に

関 して,NIEsが よ り低 賃 金 のASEAN諸 国 へ の 直 接 投 資 を利 用 して 迂 回 輸

出 を してい る現 状 で は,従 来 の 「経 済統 合 」 概 念 で は十 全 な解 明 をな しえ な い

と して,こ の 「経 済 融 合 」 概 念 を うち 出 した の で あ る。 杉 本 氏 は 言 う。 「日本

経 済 は,世 界 の発 展 途 上 国 の 中で もっ と も活 力 あ る ア ジ ア諸 国 との 垂 直 的 関係

を利 用 す る とい う地 理 的優 位 の上 で,そ こ か らえ られ る優 位 を対 米 国(対 欧

州)企 業 との競 争 に生 か す 国際 構 造 を もって い る。 これ は 世.界経 済融 合 化 とい

う現 在 の 世界 経 済 の一 般 的 動 向 を示 す もの で あ る と同 時 に,.そ の特 殊 な ア ジ ア

型 で もあ る 。」1%さ らに そ こ に作 用 す る運 動 法 則 を看 取 し,「 地 域 統 合 と 日本

の 国 際 経 済 の発 展 方 向 とを 総 合 し た概 念 と して,『 世 界 経 済 の 融 合 化』 な る法

則 を提 示 しよ う とす る」1"と して い る。

14)京 都大学糧済研究所ディスカッション・ペーパー9102「現代日本経済の国際構造 アジア型

世界経済融.合化の道.一一.一」1992に初出。杉本昭七編著:「現代世界経済の転換 と融合」同文館

19933-31ペ ージに収録ゆ

15)杉 本前掲書5ペ ージ。

16)杉 本前掲論文3ペ ージ。

17)杉 本前掲書7ペ ージ。

己

」
.
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世界経済の三極 と呼びならわされる中で,日 本だけが島国で地続 きの隣国を

もたず,仮 に近隣諸国と経済統合を行ったとしても肝心の自由な人的移動が伴

わない。一人当たり国民所得でみても合衆国やEUの 中心国に比 して近隣諸国

の中で相対的に突出している。また ドイツと異なって,同 じ敗戦国でありなが

ら第.二次 世界大戦中の経緯に関 して周辺諸国民との関係を正常化 しているとは

言い難い。わけても最 も地理的に近 く,所 得水準の格差も相対的に小さい韓国

民 との間で,心 理的軋轢が最:も大きいという現状では,統 合の経済効果を追求

することは非現実的である。実際に日本の経済活動 も,貿 易 と直接投資を通 じ

てアジア諸国経済との重層的関係を構築するに留まっている。この三極の一角

における,「損なわれた経済統合」とで も呼ぶべき状況を的確に規定す る概念

が開発された意義は大 きいといえる。また運動法則 としてみた場合にも,グ

ローバリゼイションと称されている現象に対 して,初 めて経済学の規定を与え

た貢献である。

世界経済の融合化法則の展開過程は,ヘ ーゲルの 『論理学』にあて嵌めて整

理するならば,「個別」としての一国経済が,「特殊」 としての地域経済圏を介

して,さ らに 「普遍」 としての世界経済の真の一体化へ と至る過程である。現

実の過程としてもみても,世 界経済の一体化は国際的な資本の集積 ・集中に促

されなが らも,一 足飛びには実現しない。当座は80年代半ばに姿を現すに至っ

た世界経済の三極それぞれの内部 とその周辺における,経 済の統合化 ・融合化

が先行 し,そ の結果として徐々に世界経済自体の一体化,融 合化が進行 してゆ

くはずであるL㌦

地域経済圏

「地 域 経 済 圏」 とい う概 念 は,ヘ ー ゲ ルの シ ェー マ に お け る媒 介 項 に 当 た り,

こ こで に一 国経 済 と究極 的 な世 界 経 済 融 合 をつ な ぐ存 在 と して位 置 づ け られ る 。

この概 念 は,世 界経 済 の 三極.とそ の周 辺 に限 らず,そ れ 以 外 の 地 域 に 関 して も

18)杉 本氏はこあ展望を,「世界融合」の進展 として提示している(杉 本前掲書21ペ ージ)。
、ー
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用 い る こ とが で きる 。.EUの よ うに統 合 が 市 場 統 合 を越 えて徹 底 した場 合 に は,

財 政 を捨 象 した 経 済 活 動 の場 と して は 一体 化 してい るの で,こ れ をさ らに 一つ

の単 位 と して の 「統 合 化 経 済 」 と再 規 定す る必 要 もで て こ よ う。

これ に 関連 して,先 にふ れ た 「準 貿 易 ブ ロ ック」概 念 の 提 唱 者 で あ る.Lサ.

ロー は,次 の よ う に述 べ て い る 。 「こ う した シス テ ムを 『準 貿 易 ブ ロ ッ ク』 と

呼 んで い る の は,1930年 代 の 排 他 的 な ブ ロ ック経 済 と区 別 す るた め だ 。1990年

代 の準 貿 易 ブ ロ ック は貿 易 の 管 理 化 を 進 め るが,1930年 代 の貿 易 ブ ロ ックの よ

うに貿 易 を 縮小 した り排 除 した りす る もの で は な い。」19「実 際,今 後50間 の

世界 貿 易 の伸 び は,過 去50年 間 の(貿 易 の)成 長 を上 回 る速 度 で 進 む 可 能 性 が

大 きい。 ブ ロ ック内 の 貿 易 自由 化 は,ブ ロ ック化 に よ る貿 易 の減 少 を帳 消 し に

して な お余 りあ る ほ ど の成 長 を もた らす だ ろ う」巨の。 執 筆 時 点 で の状 況 把 握 と

して卓 抜 で あ る と考 え るが,驚 い た こ とに 直接 投 資 へ の言 及 が 見 当た ら ない 。

世界 市 場 の レ ヴ ェルで は,各 地 域 経 済 圏 の 内 部 に お い て,確 か に サ 同 断の 云 う

よ う に貿 易 が い っそ う喚 起 され,市 場 を通 じた 経 済 関係 が 深化 す るで あ ろ う.。

だ が 地 域経 済 圏相 互 の 関係,世 界 経 済 の レヴ、エル で み た場 合 に は,多 国籍 企 業

の直接 投 資 が貿 易 を大 幅 に代 替 す る こ とに よ って,貿 易 額 の 減少 に見 合 う形 で

投 資 額 が 増 大 して,経 済 関 係 の 後 退 に は つ な が らな い の で あ る。 「国 際 組 み 立

て産 業 資 本 」 が,地 域 経 済 圏 相 互 の関 税 障 壁 を資 本 移 動 に よ って 自在 に超 え て

全 世 界 を一 体 の もの と して行 う活 動,こ れ が 今 後 当 面 の 世界 経 済 の イ メ ー ジで

あ り,そ れ は前 述 のWTO体 制 の存 続 ・崩 壊 の 如 何 に左 右 さ れ る もの で は な い。

皿 冷戦からポス ト冷戦へ

冷戦帝国主義論

「冷戦帝国主義」は,南 克巳氏にようて提起された2%氏 は先行する杉本昭

19)Throw,前 掲訳書94ペ ー ジ(一 部改訳)。

90)同 上117ペ ー ジ。

2])南 克 巳 「アメ リカ資 本主義 の歴史 的段階一一 戦後=「 冷 戦1体 制 め性格規定一 」 『.セ地制度

史学」第47号.19701-30ペ ージ,同 「戦後資本 主義世 界再編の基本的性格一一 アメリカの対 内/
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七 氏 の 問 題 提 起 謝 を肯 定 し,「 … … レ一 二.ン 『帝 国 主 義 』 の 普 遍 妥 当性 の100

パ ー セ ン トの承 認 に立 ちつつ,さ らに一 歩 を進 め て,そ れ を 「帝 国 主 義 戦 争 」

(レー ニ ンの 時 代 の 『歴 史.罵具 体 的 な』 中心 課 題 … …)の 体 系 と して歴 史 的 に

限定 し,そ れ を ほか な らぬ 「現 代 」 の体 系 へ と包摂 して ゆ く うえで の,そ の ま

さ に 新 た な歴 史=段 階 的 な 立 脚 点 ・・.…・を,明 示 」鋤 す る と い う,基 本 的 な 立 場

を示 す 。 そ の うえで 方 法 論 的 に は,山 田盛 太 郎 氏 の戦 後 の業 績 で あ る 『再 生 産

過 程 表 式 分 析 序 論 』(1947)に お い て 展 開 さ れ た,日 本 経 済 に お け る 軍 需 生 産

部 門 の分 析 手 法 を ア メ リカの 政府 統計 に適 用 し,合 衆 国 の再 生 産 構 造 にお い て

「… …新 た な科 学=技 術 上 の 達 成(核 とエ レ ク トロ ニ クス を大 宗 と し,そ れ に

新 鋭 科 学 一素 材 部 門 を併 せ た 原 子 一電 子 一宇 宙 産業 の体 系)を 在 来 一 重 化 学 工

業 の系 統 か ら 区別 し,そ れ をマ ル クス再 生 産 論 の基 礎 範 疇1,Hに 準 拠 しつ つ,

あ え てIs部 門 一体 系 と して 分 離 一 抽 出 」鋤 した 。 これ を基 礎 に,こ の 工B部

門 の アメ リカ に よ る独 占が,「 在 来 の 『資 本 主 義 的 独 占』 とは 次 元 を異 にす る,

いわ ば.『体 制 的 な独 占』 の形 成 」Z'〕を果 た して お り,「 レー ニ ンの 段 階 とは 区 別

..'され る 戦 後段 階 」劉 を画 して い る こ とか ら
,戦 後 期 を 「冷 戦 帝 国 主 義 」 と規 定

す る とす るの で あ る。...

両 氏 の所 説 に関 して は,現 代 に お け る経 済 の軍 事 化 の 実 態 を実 証 したIB部

門検 出の 意 義 は高 く評 価 され るべ きで あ る し,レ ー ニ ンの 言 説 か ら歴 史 的 な前

提 抜 きで 演 繹 ・上 向 す る こ とを 旨 と してい た 当 時 の 圧 倒 的 多 数 の 現代 帝 国 主義

論 とは.一線 を画 す る水 準 の研 究 で あ る とい え る。 そ の 反 面 私 には,氏 の 言 う意

味 で の 「冷 戦 帝 国 主 義」 が,果 た して氏 が 主 張 す る よ うに レー ニ ン帝 国 主 義論

の 当 時 に お け る具 体 化 とい え るか 否 か,疑 問 に 思 わ れ る。 なぜ な ら 「帝 国 主

＼欧展開を中心として 」法政大学 『経済志林」第42巻第3号197441-113ペ ージ。両論考は理

論的内容に関しては重複 しており,こ こではいっそうの敷衍が為されている後者に依拠 して引用

する6

22)杉 本昭七著 槻 代帝国主義の理論』青木書店1968133-97ペ ージ。

23)南 前掲論文 「戦後資本主義世界再編の基準的性格」45-6ページ6

24)同.F.47ペ ージ。

25)同 上55ペ ージ。

26)同 上56ペ ージ。
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52{52).第159巻 第1・2号

義」とはそもそも列強間の対立抗争を指す概念であわ,.この点をレーニンがボ

ブスンな り,執 筆当時の一般的用法か ら継承 していることは疑い無い。なるほ

どアメリカは旧西側において体制的な ドミナントを敷いていたが,そ れはそれ

に基づいて旧ソ連邦と対峙するために外ならない。社会主義世界を捨象 して西

側におけるアメリカの ドミナントのみを問題にするかぎりでは,確 かに氏の云

うように 「帝国主義の帝国主義」3"となるが,i日 帝国主義世界の外側に在 る米

ソ正面の帝国主義的対立という矛盾こそが冷 「戦」なのであって,「冷戦帝国

主義」と称するからには,こ の米ソの冷戦を捉えることがで きなければならな

いのではないか。熱戦に発展することのないまま,平 時において大軍拡競争を

くりひろげ,当 事者を極限まで財政的に疲弊させた 「冷戦」 とは,い うまで も

なく米ソ問で 「闘われた」のである。氏の所説は,朋いうなれぼ 「冷戦下の西側

における帝国主義的支配構造」 を指す ものであり,「冷戦期の帝国主義論」た

りえていない。それは一面の真実ではあるが,当 時の世界における矛盾の総体

を捉えてはいない。 レーニン説の核心に外ならない,古 典的帝国主義の五標識

を導.入した場合には,南 氏の議論が レーニン帝国主義論の公理的適用 としては

的外れなものであることが,い っそう明らかとなる。とりわけ問題になるのが

第5標 識である。冷戦体制の.下で,東 西両体制の盟主である米ソが,そ れぞれ

の勢力圏の内部で一旦確定 した領土を,自 らに都合の好いように再配分するな

どということは有りえない。沖縄返還を,北 方領土問題との対比の下に想起さ

れたい。冷戦期の領土的角逐は,も っぱら第三世界における資本主義とソ連型

社会主義によるイデオロギー地図の塗 り替えをめ ぐって争われた。むろん,相

互の究極的な目標は体制間競争による相手方の体制の打倒であったが,仮 にそ

うなった場合にも米ソいずれかの勝者が相手方陣営を 「解放」することになる

にすぎない。旧西側内部に領土的角逐は存在 しなかったのであるゆ

筆者はこの 「冷戦帝国主義」 という議論自体は,い わゆる古典的帝国主義の

延長上に成立 しうると考えるが,そ れは南氏の云 うような一面的な適用であっ

2ア)南前褌論文 「戦後資本主甕世界再瀟の基本的性格」61ページ。
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て は な ら な い と思 う。 次 小 節 に別 解 を 示 そ う。

(53)53

レーニン帝国主義標識と生産様式

かつてレーニン帝国主義論の戦後への適用にさいして,そ の基本的五標識に

着眼して帝国主義論成立の前提条件をただ一人問題 としたのは,杉 本昭七氏で

あった駄 氏 は述べた。「現代において も,独 占,.金 融資本が世界経済の支配

主体であるという意味では両者は同一である。しか しながら,相 違は,金 融資

本が運動する場 としての世界経済にある。そこでは,社 会主義体制が存在 し,

また帝国主義国および植民地=従 属国における階級闘争 ・民族解放闘争はきわ

めて激化している。このような条件の..ドでは,金 融資本は相互の戦争に導 くよ

うな方法によってその矛盾を解決することはできない。 ここにレーニン 『帝国

主義論』の段階の全矛盾の相互関係,し たがってまたその解決の方向 と,現 代

のそれとの質的な差が存在 している.。ζのように支配主体の同一性と運動する

場 としての歴史的諸条件における質的相違,現 代帝国主義分析に際 してはこの

点の認識が必要である」牝 そしてこのことは 「最終範疇の相違(こ の違いは

.当然のことながら世界的な変革の条件 と矛盾の集中点の相違をもたらす),そ

れ との関連で展開される範晦の中に一定の制約が存在すること」3。1によって明

確となるとする。当然,今 日の見地からばここでの金融資本を多国籍企業に読

み替えなければならないし,当 時のように社会主義陣営に有利な客観情勢も存

在 しない。だがその叙述の基本線は,歴 史の審判に耐えるものであった。

残念ながらその問題提起嫁,レ ーニン.の古典に安.直によりかかった 「現代帝

国主義論」全盛の当時の風潮の中,正 当に受け止められたとは言えまい。生産

様式の問題を乗 り越えたならば,当 時の杉本氏の提起を基に,冷 戦期の世界経

済の軍事化の問題を総体として捉えることも可能であったように思 う。前掲拙

28)杉 本前掲書なかんず く158-97ペ ージ 「補論1マ ルクス経済学の体系に関する根本 問題」。

29)同 上195-4ペ ージ。

3① 同上。

i
.



54〔54}.第159巻 第172号

稿 「資本制発展の 「現』段階規定に関する一考察」第皿節に述べたように,旧

ソ連邦は生産力の圧倒的不足の下で社会.主義生産様式に移行 しようとしたので,

政権は革命の後になって自ら一種の 「国家資本主義」的手法で生産力を追加 し

なければならなかっだ%そ してこれは レーニン ・スター リン時代 に留まらず,

量的指標の追求という形で,ソ 連型社会主義の構造的特徴 として残った。ソ連

型社会主義は,生 産関係の点で確かに社会4義 的であったが,そ の経済発展の

手法には資本制的な色彩がつきまとった。一国社会主義の結果 としての巨額の

国防支出に,.いわば 「擬制資本家」としての党官僚の奢侈が加わ り,国 家とい

う非人格的資本家による搾取 は消えることがなか.つた。「プロレタリア」国家

という外観が,そ れを隠蔽していたのである。したがって,旧 ソ連邦における

.生産関係の社会主義的性格を捨象して,レ ーニンの古典的帝国主義を米ソ双方

に公理的に適用することが可能である。

i
l
F

世界経済の基本標識

レーニンの古典的帝国主義 の五標識は.以 下のように 「世界経済の基本標

識」として一般化できよう。特定の段階における,① 寡占体への資本と生産の.f

集積 ・集中の水準。②過剰資本の回路 としての銀行資本の役割,産 業資本 と銀.蛮

行資本相互の関係。(3)経済の相互関係に占める,商 品輸出と資本輸出の位置。

(4>提携 ・合同等の,寡 占体の国際的相互関係。㈲世界.市場 ・世界経済分割の様

相。そしてこうして一般化を施 してみたとき,レ ーニンの挙げた標識の総体が,・

31)そ もそも農 業部門 を社 会字義 化す るとい う発想 自体が,本 来の ボリシェヴ ィキには存在 しな

か っなのである。 レーニ ンは 「理論 的な見地か らすれば,… …わが国の革命がある程度 ブルジ ョ

ア革命で あった」 と.こ の ことを認めて いる(レ 一 言γ卑 幕 大 月書店 第32巻522ペ ー ジ)。 革

命政権 は国営 化 され た既存 の大⊥ 業 〔「社会主 義」 経済形 態〕を維持 しつつ,優 勢 な農工商 の

「小商品生産」 〔小経 営〕・「私経営的資本主義 」の両 ウクラ一 団と対 抗す るた め,国 家 のイニシ

アテ ィヴの下で契約 に基づ いた一定の資本制的譲歩 を行い,「 国家資本 聖義」 とい う新たな ウク

ラー ドを拡大 しつつ,西 欧なか んず くドイツにお ける革命を待つ とい うのが基本的戦略であ った

(レ」ニ ン全 集 篤32巻356-7,372-6,521-5ペ ー ジ参 照).農 業集 「司化 は スター1,ン 的偏 向で

あ ったが,こ れが前後 して始 まった五箇年計画体制の財政的基礎 とな ってその原資を もたら し,

1二業化の奇跡を生んだ こと もまた事実であ る。その成功はス ター リンに絶大な威信 を与え,後 の

独裁 と個人崇拝 の悲劇 につなが った。

.
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.ポスト冷戦と世界経済の融合化.(55)55

重化学工業段階以降今日に至る,世 界資.水制の歴史的過程の各局面を把握する

に当たってのポイン トを網羅していることに,驚 きを禁 じえないのである。彼

の政治的実践と理論的貢献に対する評価は分けて考えねばならない。

以上を基に,レ ーニンによる本来的な国家独占資本主義の規定跡をも踏まえ.,

冷戦 ドの米ソ両国を 「冷戦期帝国主義」 と規定する。標識を列挙しよう。①重

化学工業段階における生産と資本の集積 ・集中に基づ く西側寡占体の発展 と,

その多国籍企業化。旧ソ連邦における国営重工業部門の持続的規摸拡大。②戦

略核兵力の保持の下での,.西 側軍事大国(米 ・英 ・仏)に おける,国 家財政 と

軍需関連産業資本寡占.体との結.合。同じく,旧 ソ連邦における国営大工業に対

するゴスバンク(mcy皿aPCTBeHm頭6aHK;中 央銀行)か らの無制限のファイナ

ンス。③西側一般において間接投資に代わ.り,直 接投資による資本輸出が支配

的となる。産業毎 に特化 したCOMECON諸 国においては,特 定産業市場の

相互放棄が投資の代替として機能する。④西側.般 における多国籍企業の相互

進出と,そ の..Fでの.一定の 「国際企業.合同」,「国際企業グルrプ 」化の進行。

COMECON内 部での生産g国 際的協業 ・分業の進展に伴 う特定産業の相互放

棄は,擬 似的な 「国際企業合同」に相当。⑤米ソによる東西両陣営内部におけ

る個別の覇権,.な らびにシステムとしての世界的な共同覇権の下での,「第三

世界」のかなりの部分を含む大半の諸国の東西いずれかの陣営への帰属の確定。

以上である3㌔

最後に,ポ ス ト冷戦期以降の世界経済の趨勢変化について,今 回の一連の検

討作業の結果を踏まえ,..ヒ記の 「世界経済の基本標識」との対応の下に展望を

32)「 ところで,国 家 とは なにか。 それ は,支 配階級 の組織で あ り…… ドイ ツの プ レハーノ フら

…・・が 「戦時社 会主義」 と名づ けてい るもの は,実 際には戦時国家独 占資本主義であ り,も っと

簡単,明 瞭 にいえば,労 働者 にたいす る軍事的苦 役,資 本家 の利潤 にたいす る軍事 的保護であ

る。」(レ ー・ニ ン全集 第25巻384.5ペ ー ジ)。

33)な お.レ ーニ ン帝 国t義 論 の五標識 を改督す ることに より現代 世.界経 済を包括 的に把握せん と

す る試みの先駆 は,松 村.文武 「戦後 資本主義の段階措 定 とr多 国籍企業』」(『大阪経大論集」第

114号1976)で ある。

,
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示す。ここに至って,単 に活動領域という点に留 まらず国家を超えつつある巨

大寡占体の相貌が顕わとなる。

① 「世界寡占」化に伴う多国籍企業へのいっそうの生産 と資本の集積 ・集中。

加えて 「情報化産業段階」への移行 に伴 う寡占体の対応。② 「世界寡占」下の

「国際産業資本」としての大規模多国籍企業の直接金融による世界的資金調達

と,母 国銀行資本からの自立。③直接投資に基づ く現地生産の深化による,商

品輸出のいっ.そうの代替。④基調 としての,多 国籍企業相互の関係の戦略提携

化。経済統合に伴 う,当 初における地域経済圏内部での国境を越えた企業合併。

⑤地域経済統合のいっそうの進行。その結果としての,一一一定の現地部品調達率

の下での現地生産の深化に伴 う,世.界市場 ・世界経済の三極への緩やかな分割。

(1995年9月27日 稿)
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